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(注）消費税率を2014年4月に5％→8％、2015年10月に8％→10％への引き上げを想定

実質ＧＤＰ

ベースライン(消費税率引き上げなしの場合）からの乖離率
（　　）は実質ＧＤＰの水準への影響、＜　＞は実質ＧＤＰ成長率への影響

(年度）

 

１. 消費税率が 2014 年 4 月に 8％へ、2015 年 10 月に 10％へ引き上げられる可能性が高くな

ったことを受けて、消費税率引き上げによる実質ＧＤＰへの影響を 2013 年度から 2016

年度まで試算した。 

２. 2013 年度は増税前に個人消費、住宅投資の駆け込み需要が発生し、実質ＧＤＰは 0.7％

押し上げられる。駆け込み需要は年度末にかけて拡大し、税率引き上げ直前の 2014 年

1-3 月期には成長率を前期比 1.5％（年率 6.1％）押し上げると試算される。 

３. 2014 年度は駆け込み需要の反動減（▲0.7％）と物価上昇に伴う実質所得の低下による

影響（▲0.7％）が重なるため、実質ＧＤＰは▲1.4％押し下げられる。実質ＧＤＰ成長

率への影響は▲2.1％と非常に大きなものとなるため、2014 年度はマイナス成長となる

可能性が高い。2015 年 10 月からの税率の再引き上げが困難となる事態も考えられる。

４. 消費税率引き上げに伴う実質ＧＤＰのベースラインからの乖離は、2013 年度が+0.7％、

2014 年度が▲1.4％、2015 年度が▲1.5％、2016 年度が▲1.9％、実質ＧＤＰ成長率への

影響は 2013 年度が+0.7％、2014 年度が▲2.1％、2015 年度が▲0.1％、2016 年度が▲0.4％

と試算される。 
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●消費税増税関連法案が衆議院を通過 

消費税増税関連法案が 6/26 に衆議院を通過し、消費税率が 2014 年 4 月に 5％から 8％へ、2015

年 10 月に 8％から 10％へ引き上げられる可能性が高くなってきた。日本経済研究センターの「ESP

フォーキャスト調査」によれば、2013 年度までの成長率などを予想する際に消費税率の引き上げを

踏まえているエコノミストの割合は、6月調査の 6割（40 人中 24 人）から 7月調査（回答期間 6/26

～7/3）では 8割（40 人中 32 人）へと大きく上昇した。 

当研究所が 6/11 に発表した 2012・2013 年度経済見通し1では消費税率引き上げを前提としていな

かったが、法案通りに 2014 年 4 月から消費税率が引き上げられた場合には、その直前に駆け込み

需要が発生することによって 2013 年度の成長率も影響を受けることになる。本稿では、前回の引

き上げ時（1997 年度：3％→5％）の例を参考に、2013 年度から 2016 年度までの消費税率引き上げ

の影響を試算した。 

 

●物価上昇による影響 

消費税率引き上げによる経済への影響は、①物価上昇による実質所得の減少が個人消費を中心と

した国内需要を下押しする効果、②税率引き上げ前の駆け込み需要と税率引き上げ後の反動減、に

分けて考えられる。 

まず、物価上昇による影響をみると、当研究所のマクロモデルによるシミュレーションでは、消

費税率を 1％引き上げた場合、消費者物価は 0.71％上昇する。消費者物価指数のうち、消費税の非

課税品目は 2 割程度であるため、課税対象品目

については消費税率引き上げ分のほとんどが価

格転嫁されることになる。 

消費者物価の上昇は家計の実質所得の低下を

もたらし、これが実質民間消費、実質住宅投資

の減少につながる。さらに、国内需要の減少に

伴う企業収益の悪化が設備投資を下押しする。 

この結果、消費税率を 1％引き上げた場合、実

質ＧＤＰは 1 年目に▲0.24％低下、2 年目に▲

0.42％低下することになる。 

 

●駆け込み需要と反動減の影響 

次に、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要と反動減の影響をみる。前回（1997 年度）の消費税

率引き上げ時に駆け込み需要の規模が大きかったのは、個人消費と住宅投資だった2。 

 

                             
1 実質ＧＤＰ成長率の見通しは 2012 年度が 2.3％、2013 年度が 1.3％である。 
2 なお、消費税が導入された 1989 年度は、同時に自動車など高額商品にかけられていた物品税が廃止され、税率引き上

げ前にむしろ買い控えもみられたため、駆け込み需要全体の規模はそれほど大きくならなかった。 

（単 位 ：％ ）
1年 目 2年 目

実 質 ＧＤＰ ▲ 0.24 ▲ 0.42
民 間 消 費 ▲ 0.37 ▲ 0.61
住 宅 投 資 ▲ 0.40 ▲ 0.88
設 備 投 資 ▲ 0.16 ▲ 0.84

名 目 ＧＤＰ 0.28 ▲ 0.06
消 費 者 物 価 0.71 0.69

(注 ）当 研 究 所 マ クロ モデ ル に よ る シミュレー シ ョン 結 果

　　　ベ ー スラインか らの 乖 離 率

消 費 税 率 1％ 引 き上 げ の 影 響
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（個人消費） 

個人消費の駆け込み需要とその反動減は耐久性の高いものほど大きくなる傾向がある。耐久財は

高額のものが多いことや購入時期を選択しやすいことなどから、現在の消費を増やし将来の消費を

抑えるという代替効果が働きやすいためである。一方、食料品などの非耐久財やクリーニング代、

外食などのサービスは買い溜めがきかないものが多く、購入時期を前倒しすることが難しい。 

実際、総務省の「家計調査」を用いて、前回の消費税率引き上げ前の駆け込み需要の動きを品目

毎に確認すると、自動車、テレビ、エアコンなどの耐久財で駆け込み需要の規模が大きかったこと

が分かる。また、一定期間、保管もしくは利用することが可能である子供用洋服、下着などの半耐

久財、たばこなどの非耐久財でも一定の駆け込み需要がみられた。 

前回の消費税率引き上げ時の家計消費支出
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(注）96年4月～9月の前年比をトレンドとし、96年10月～97年3月の前年比のうち、トレンドを上回る部分を駆け込み需要
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駆け込み需要が大きかった主な品目
(1997年度の消費税率引き上げ時）

15,000

(資料）総務省「家計調査」

（円）

 

ここで、ＧＤＰ統計の家計消費支出を用いて、前回の消費税率引き上げ時の駆け込み需要の規模

を推計した。具体的には形態別（耐久財、半耐久財、非耐久財、サービス）の実質消費支出を実質

可処分所得、実質純金融資産残高で説明する消費関数を推定し、理論値を上回った部分を駆け込み

需要とみなした。駆け込み需要の発生時期は、理論値からの乖離幅をもとに、耐久財が 1996 年 7-9

月期～1997 年 1-3 月期、半耐久財、非耐久財、サービスは 1997 年 1-3 月期とした。 

このようにして求めた駆け込み需要は個人消費全体で2.2兆円（2005年基準の実質値、以下同じ）、

消費全体に対する割合は 0.8％となった。形態別には、耐久財が 0.9 兆円、半耐久財が 0.4 兆円、

非耐久財が0.3兆円、サービスが0.5兆円である。耐久財はその規模が最も大きかったことに加え、

年度全体（95 年度）の支出総額に占める割合も 5.8％と際立って高くなっている。 

 

（住宅投資） 

住宅投資は取引価額が高額であるため、駆け込

み需要の規模が大きくなりやすい。実質住宅投資

を実質可処分所得、15～49 歳人口、住宅ローン金

利、市街地価格指数で説明する住宅投資関数を推

定し、理論値を上回った部分を駆け込み需要とみ

なすと、前回の消費税率引き上げ前には 2.4 兆円

の駆け込み需要が発生したという結果となった。 

当時の住宅投資がＧＤＰに占める割合は 5％程 18
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度で家計消費支出の約 10 分の 1 にすぎなかったが、住宅投資全体（年度）に対する駆け込み需要

の割合が 10.0％と非常に高かったため、実額でみても家計消費を上回る駆け込み需要が発生したと

みられる。 

住宅投資は、個人消費よりも早い段階で駆け込み需要が発生することも特徴である。前回の例で

は、個人消費の駆け込み需要は税率引き上げ直前の 1997 年 1-3 月期に集中（全体の約 8 割）して

いたが、住宅投資は税率引き上げの約 1 年前から駆け込み需要が発生し、ピークは 1996 年 10-12

月期だったとみられる。1997 年 1-3 月期には駆け込み需要の規模は縮小しており、ＧＤＰ統計の住

宅投資は前期比▲4.1％の減少となった。 

前回の消費税率引き上げ前の個人消費と住宅投資を合わせた駆け込み需要は 4.6 兆円、ＧＤＰ比

で 1.0％であったと試算される。1996 年度の実質ＧＤＰ成長率は 2.7％だったが、このうち 1％程

度は消費税率引き上げ前の駆け込み需要によるものだったということになる。 

 

　　(単位：兆円）

9602 9603 9604 9701

家計消費支出 － 0.2 0.3 1.8 2.2 (0.8%)
うち耐久財 － 0.2 0.3 0.5 0.9 (5.8%)
うち半耐久財 － － － 0.4 0.4 (1.5%)
うち非耐久財 － － － 0.3 0.3 (0.4%)
うちサービス － － － 0.5 0.5 (0.4%)

住宅投資 0.3 0.6 0.8 0.6 2.4 (10.0%)
合計 0.3 0.8 1.1 2.4 4.6 (1.0%)

(注）(　）内は支出全体（95年度）に対する割合、合計の（　）内は対ＧＤＰ比。

96年度

前回の消費税率引き上げ時（1997年度）の駆け込み需要試算

 

 

●2013 年度から 2016 年度までの影響 

当研究所のマクロモデルによるシミュレーション結果と、前回の引き上げ時の駆け込み需要の試

算結果を踏まえて、消費税率が 2014 年 4 月に 8％へ、2015 年 10 月に 10％へ引き上げられた場合の

経済への影響を試算する。 

まず、2013 年度には税率引き上げ前の駆け込み需要が発生する。2014 年度の引き上げ幅は 3％が

予定されており、前回の 2％より大きいため、前回を上回る規模の駆け込み需要が発生する可能性

がある。一方、駆け込み需要の規模の大きい耐久財については、エコカー減税・補助金、エコポイ

ント制度、地上デジタル放送への移行といった要因で、自動車、テレビなどですでに相当規模の需

要の先食いが発生しているため、駆け込み需要の規模がそれほど大きくならないという見方もある。 

ここでは、個人消費、住宅投資ともに支出全体に対する駆け込み需要の割合が前回と変わらない

として試算を行った。足もとのＧＤＰに占める個人消費のウェイトは当時とあまり変わらないが、

住宅投資のＧＤＰ比は当時の 5％程度から 2.5％程度へと大きく低下しているため、住宅投資の駆

け込み需要の規模は前回の半分程度となる。 
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2013 年度の駆け込み需要は個人消費が 2.5 兆円、住宅投資が 1.3 兆円3、合計で 3.9 兆円、ＧＤ

Ｐ比で 0.7％と試算される。駆け込

み需要は年度末にかけて拡大し、税

率引き上げ直前の 2014 年 1-3 月期

には駆け込み需要による実質ＧＤ

Ｐ成長率の押し上げ幅は前期比

1.5％（前期比年率 6.1％）と非常

に大きなものとなる。 

消費税増税関連法案では、「法律の公布後、名目及び実質の経済成長率、物価動向等、種々の経済

指標を確認し、経済状況等を総合的に勘案した上で、その施行の停止を含め所要の措置を講ずる」

としている。しかし、駆け込み需要と実勢部分をリアルタイムで区別することは極めて難しいため、

経済成長率をはじめとした経済指標の動向によって、消費税率引き上げの実施、停止を判断するこ

とは事実上できないだろう。 

 

2014 年度は、2013 年度の駆け込み需要と同額の反動減（ＧＤＰ比で▲0.7％）が生じることに加

え、消費者物価が 2.1％（0.71％×3）押し上げられることに伴う実質所得の低下によって、実質Ｇ

ＤＰは▲0.7％（▲0.24％×3）押し下げられるため、2014 年度の実質ＧＤＰの低下幅は▲1.4％と

なる。 

反動減の大きさは駆け込み需要と同じとなるが、反動減による成長率の押し下げ幅は、駆け込み

需要による押し上げ幅のほぼ倍の大きさとなることには注意を要する。反動減と物価上昇による影

響を合わせた 2014 年度の成長率への影響は▲2.1％と非常に大きなものとなる。2014 年度の実質Ｇ

ＤＰ成長率がプラスを確保するためには、実力で 2％以上の成長をすることが必要となるが、潜在

成長率が 1％を下回るとされる中、これはかなり高いハードルと言える。消費税率が予定通り 2014

年 4 月に 8％に引き上げられた場合には、2014 年度はマイナス成長となる可能性が高く4、2015 年

10 月の税率再引き上げが困難となる事態も考えられる。 

 

2015 年度は、2014 年度の税率引き上げの累積的な下押し（マクロモデルシミュレーション結果の

2 年目に相当）に、2015 年度の税率引き上げ（8％→10％）の影響が加わることにより、実質ＧＤ

Ｐはベースラインから▲1.5％低下する。2015 年度の引き上げは 10 月からとなっているため、年度

平均でみれば 1％分の影響が表れることになる。なお、2015 年 10 月からの税率引き上げの際にも

駆け込み需要と反動減が発生するが、年度前半に駆け込み需要、年度後半に反動減が生じると想定

し、年度ベースでの影響はニュートラルとした。 

 

2016 年度は、2014 年度、2015 年度の引き上げによる累積的な影響に加え、2015 年度（平均）に

比べ消費税率が 1％分高くなることから実質ＧＤＰはベースラインから▲1.9％低下する。 

                             
3 現在の法案では、取引価額が高額で消費税率引き上げ前後の駆け込み需要及びその反動による影響が大きい住宅投資に

ついては、その影響を緩和するための措置を検討するとされている。税負担増加による影響を緩和するための措置が導

入された場合には、駆け込み需要の規模はこの試算よりも小さくなる。 
4 2014 年度のＧＤＰ統計の実績値は 2015 年 5 月に公表予定 

1302 1303 1304 1401 2013年度

家計消費支出 (兆円） － 0.2 0.3 2.1 2.5
住宅投資 (兆円） 0.2 0.3 0.5 0.3 1.3
合計 (兆円） 0.2 0.5 0.8 2.4 3.9

<前期比> 0.1% 0.3% 0.3% 1.5% 0.7%
<前期比年率> 0.6% 1.0% 1.3% 6.1% －

2013年度の駆け込み需要試算

実質成長率
への影響
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これらの結果をまとめると、消費税率引き上げに伴う実質ＧＤＰへの影響は 2013 年度が+0.7％、

2014 年度が▲1.4％、2015 年度が▲1.5％、2016 年度が▲1.9％となる。また、実質ＧＤＰ成長率へ

の影響は 2013 年度が+0.7％、2014 年度が▲2.1％、2015 年度が▲0.1％、2016 年度が▲0.4％であ

る。 
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(注）消費税率を2014年4月に5％→8％、2015年10月に8％→10％への引き上げを想定
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ベースライン(消費税率引き上げなしの場合）からの乖離率
（　　）は実質ＧＤＰの水準への影響、＜　＞は実質ＧＤＰ成長率への影響
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月次ＧＤＰの動向 

2012 年 5 月の月次ＧＤＰは、外需の落ち込みを主因として前月比▲0.1％と 4 カ月ぶりの減少と

なった。現時点では、2012 年 4-6 月期の実質ＧＤＰは前期比 0.7％（前期比年率 2.8％）を予想し

ている。 
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日本・月次ＧＤＰ 予測結果
［月次］ ［四半期］
→実績値による推計 実績← →予測

2011/12 2012/1 2012/2 2012/3 2012/4 2012/5 2011/10-12 2012/1-3 2012/4-6

実質ＧＤＰ 514,081 513,214 519,171 521,473 522,098 521,483 511,986 517,953 521,541

前期比年率 0.1% 4.7% 2.8%

前期比 0.9% ▲0.2% 1.2% 0.4% 0.1% ▲0.1% 0.0% 1.2% 0.7%

前年同期比 ▲0.3% 0.0% 1.6% 6.6% 5.2% 3.3% ▲0.6% 2.8% 3.7%

内需（寄与度） 502,664 503,477 505,106 508,409 509,024 509,747 500,549 505,664 509,870

前期比 0.8% 0.2% 0.3% 0.6% 0.1% 0.1% 0.7% 1.0% 0.8%

前年同期比 0.9% 1.8% 2.4% 6.2% 4.9% 3.1% 0.6% 3.7% 3.5%

民需（寄与度） 381,802 381,687 382,518 385,350 385,855 385,989 379,629 383,185 386,042

前期比 0.8% ▲0.0% 0.2% 0.5% 0.1% 0.0% 0.7% 0.7% 0.6%

前年同期比 0.4% 1.0% 1.6% 5.1% 4.0% 2.6% 0.3% 2.7% 2.8%

民間消費 305,365 307,006 307,192 308,431 309,112 309,157 303,904 307,543 309,050

前期比 0.7% 0.5% 0.1% 0.4% 0.2% 0.0% 0.7% 1.2% 0.5%

前年同期比 1.2% 1.2% 2.5% 7.1% 5.1% 3.3% 0.8% 3.6% 3.5%

民間住宅投資 12,788 12,832 13,092 13,124 13,205 13,225 13,218 13,016 13,249

前期比 ▲3.1% 0.3% 2.0% 0.2% 0.6% 0.2% 0.1% ▲1.5% 1.8%

前年同期比 ▲0.9% ▲1.7% 0.2% 1.1% 3.9% 5.0% 3.2% ▲0.2% 5.1%

民間設備投資 68,731 66,116 65,531 66,200 65,719 65,944 67,380 65,949 66,098

前期比 2.5% ▲3.8% ▲0.9% 1.0% ▲0.7% 0.3% 5.2% ▲2.1% 0.2%

前年同期比 5.2% 1.6% 0.6% 5.6% 6.2% 2.3% 4.9% 2.7% 3.3%

民間在庫（寄与度） -4,390 -3,645 -2,673 -1,782 -1,559 -1,715 -4,181 -2,700 -1,732

前期比 0.1% 0.1% 0.2% 0.2% 0.0% ▲0.0% ▲0.4% 0.3% 0.2%

前年同期比 ▲0.9% 0.2% 0.2% 0.2% 0.4% 0.4% ▲0.9% 0.2% 0.4%

公需（寄与度） 120,777 121,692 122,488 122,960 123,071 123,659 120,834 122,380 123,729

前期比 0.0% 0.2% 0.2% 0.1% 0.0% 0.1% 0.0% 0.3% 0.3%

前年同期比 0.4% 0.8% 0.8% 1.1% 0.8% 0.5% 0.3% 0.9% 0.7%

政府消費 99,889 100,295 100,776 101,029 100,983 100,630 99,951 100,700 100,848

前期比 0.0% 0.4% 0.5% 0.3% ▲0.0% ▲0.3% 0.4% 0.7% 0.1%

前年同期比 1.9% 2.3% 1.2% 2.6% 2.2% 0.7% 1.6% 2.0% 1.6%

公的固定資本形成 20,977 21,493 21,809 22,028 22,116 23,058 20,972 21,777 22,910

前期比 0.2% 2.5% 1.5% 1.0% 0.4% 4.3% ▲0.8% 3.8% 5.2%

前年同期比 1.5% 5.7% 10.2% 11.9% 6.3% 8.0% 0.4% 9.3% 7.7%

外需（寄与度） 11,009 9,537 13,865 12,863 12,874 11,537 11,029 12,088 11,471

前期比 0.1% ▲0.3% 0.8% ▲0.2% 0.0% ▲0.3% ▲0.7% 0.1% ▲0.1%

前年同期比 ▲1.2% ▲1.8% ▲0.8% 0.4% 0.4% 0.2% ▲1.2% ▲0.9% 0.2%

財貨・ｻｰﾋﾞｽの輸出 81,404 80,705 84,815 87,348 87,527 87,248 81,871 84,289 85,764

前期比 ▲0.2% ▲0.9% 5.1% 3.0% 0.2% ▲0.3% ▲3.7% 3.0% 1.7%

前年同期比 ▲5.4% ▲6.9% 0.1% 8.1% 14.0% 13.3% ▲2.4% 0.8% 9.6%

財貨・ｻｰﾋﾞｽの輸入 70,395 71,168 70,950 74,485 74,653 75,711 70,841 72,201 74,293

前期比 ▲0.9% 1.1% ▲0.3% 5.0% 0.2% 1.4% 0.9% 1.9% 2.9%

前年同期比 2.0% 5.3% 6.9% 7.3% 12.7% 12.7% 5.8% 6.5% 6.5%

<民間消費の内訳＞

家計消費（除く帰属家賃） 249,139 250,297 250,556 252,225 252,847 253,240 247,570 251,026 251,026

前期比 0.9% 0.5% 0.1% 0.7% 0.2% 0.2% 0.8% 1.4% 0.6%

前年同期比 1.2% 1.8% 3.1% 7.7% 5.7% 3.9% 0.8% 4.2% 4.1%

需要側推計 前期比 1.5% 0.2% 0.4% 0.9% 3.3% ▲0.9% 1.4% 1.5% 0.9%

前年同期比 0.7% 1.2% 2.8% 6.0% 4.0% 2.4% ▲0.9% 3.3% 1.9%

供給側推計 前期比 0.3% 1.9% 0.2% 1.3% 2.7% 0.4% 0.5% 2.5% ▲0.6%

前年同期比 ▲0.0% 0.3% 1.0% 7.7% 4.4% 2.1% 0.6% 3.1% 3.1%

帰属家賃 4,157 4,163 4,166 4,169 4,161 4,164 49,808 49,971 50,031

前期比 0.1% 0.2% 0.1% 0.1% ▲0.2% 0.1% 0.3% 0.3% 0.1%

前年同期比 0.7% 0.9% 0.9% 1.0% 0.9% 0.9% 0.8% 0.9% 0.9%

(注)　家計消費（除く帰属家賃）には「需要側推計」、「供給側推計」以外に「共通推計」部分が含まれる

 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情

報提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものでもありません。 


